
＜法令一覧＞

記号 法令名 制定年月日 号番

① 介護保険法 平成9年12月17日 法律第123号 

② 旧介護保険法【健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二
第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第二十六条の規定による改正前の法】

平成9年12月17日 法律第123号 

③ 介護保険法施行令 平成10年12月24日 政令第412号 

④ 介護保険法施行規則 平成11年3月31日 厚生省令第36号

⑤ 指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
平成24年12月21日
(平成30年3月27日)

条例第70号
(条例第22号)

⑥ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 平成11年3月31日 厚生省令第38号 

⑦ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 平成11年3月31日 号外厚生省令第39号

⑧ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 平成11年3月31日 厚生省令第40号 

⑨ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防
のための効果的な支援の方法に関する基準

平成18年3月14日 号外厚生労働省令第35号

⑩ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的
な支援の方法に関する基準

平成18年3月14日 厚生労働省令第37号

⑪ 健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第一項の規定に
よりなおその効力を有するものとされる指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準

平成11年3月31日 厚生省令第41号

⑫ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について 平成11年9月17日
老企第25号厚生省老人保健福祉局
企画課長通知

⑬ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営等に関する基準について 平成18年3月31日
老振発第0331003・老老発0331016
厚生労働省老健局振興・老人保健課
長連名通知

⑭ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について 平成12年3月17日
老企第43号老人保健福祉局企画課
長通知

⑮ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について 平成12年3月17日
老企第44号老人保健福祉局企画課
長通知

⑯ 健康保険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するもの
とされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について

平成12年3月17日
老企第45号老人保健福祉局企画課
長通知

⑰ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 平成12年2月10日 厚生省告示第19号

⑱ 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準 平成12年2月10日 厚生省告示第21号

⑲ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 平成18年3月14日 厚生労働省告示第127号

⑳ 指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準 平成18年3月14日 厚生労働省告示第129号

利用者等告示 ㉑ 厚生労働省が定める基準に適合する利用者等 平成27年3月23日 厚生労働省告示第94号

大臣基準告示 ㉒ 厚生労働大臣が定める基準 平成27年3月23日 厚生労働省告示第95号

施設基準 ㉓ 厚生労働大臣が定める施設基準 平成27年3月23日 厚生労働省告示第96号

夜勤職員基準 ㉔ 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 平成12年2月10日 厚生省告示第29号

定員超過利用・人員基準欠如 ㉕ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定
方法 平成12年2月10日 厚生省告示第27号 

利用料指針 ㉖ 居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針
平成17年9月7日
（平成27年3月23日）

厚生労働省告示第419号
（厚生労働省告示第110号）

㉗
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福
祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施
上の留意事項について

平成12年3月1日
老企第36号（厚生省労働局企画課長
通知）

㉘
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介
護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について

平成12年3月8日
老企第40号（厚生省労働局企画課長
通知）

㉙ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について 平成18年3月17日

老計発第0317001号・老振発第
0317001号・老老発第0317001号（老
健局計画・振興・老人保健課長連盟
通知）

㉚

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に
関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要す
る費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密
着型サービスにする費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の
額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等に関する届出等における留意点につい
て

平成12年3月8日
老企第４１号 厚生省老人保
健福祉局企画課長通知

㉛ 運営基準等に係るＱ＆Ａ 平成14年3月28日 事務連絡

㉜ 平成18年4月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.2） 平成18年3月27日 改革vol.80

㉝ 平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖｏｌ．１） 平成24年3月16日 最新vol.267

㉞ 平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Ｖｏｌ．２） 平成24年3月30日 最新vol.273

㉟ 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて
平成12年3月30日
（平成28年3月31日）

老企第54号
（老推発0331第1号、老高発0331第2
号、老振発0331第1号、老老発0331
第3号）

㊱ 介護保険最新情報vol.127 平成14年5月14日 最新vol.127

㊲ 訪問介護における院内介助の取扱いについて 平成22年4月28日
厚生労働省老健局振興課
事務連絡

㊳ 「通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合」及び「身体介護が中心である場合」の適用関係
等について 平成15年5月8日

老振発0508001号
老老発0508001号

㊴ 介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について 平成30年3月22日 老発0322第2号

㊵ 通所介護及び短期入所生活介護における個別機能訓練加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示
について

平成27年3月27日 老振発0327第2号

㊶ 介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について
平成11年11月12日
（平成20年7月29日）

老企第29号
（老計発第0729001号・老振発第
0729001号・老老発0729001号）

㊷ 身体拘束ゼロの手引き 平成13年3月
厚生労働省「身体拘束ゼロ作戦推進
会議」

㊸ 愛知県の指導方針 平成30年11月改正

㊹ 愛知県における指定通所介護事業所等で提供する宿泊サービス事業の指針
平成26年4月1日
（平成31年1月1日）

㊺ 介護保険～利用料ガイドライン（愛知県版）～
（愛知県　健康福祉部　高齢福祉課のホームページ）

平成27年10月23日

㊻ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則 昭和62年12月15日 厚生省令第49号士士法施行規則
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